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会

地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に

関
す
る
法
律
等
の
改
正
に
伴
う

関
係
条
例
の
整
理
に
関
す
る
条

例
制
定
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

⑴
育
児
休
業
等
の
対
象
と
な
る

子
の
範
囲
拡
大

　

特
別
養
子
縁
組
の
監
護
期
間

中
の
子
、
養
子
縁
組
里
親
に
委

託
さ
れ
て
い
る
子
等
を
追
加
。

⑵
非
常
勤
職
員
が
育
児
休
業
を

す
る
こ
と
が
で
き
る
期
間

ア　

イ
及
び
ウ
以
外
の
場
合

子
の
出
生
の
日
か
ら
１
歳
到

達
日
ま
で

イ　

配
偶
者
が
子
の
１
歳
到
達

日
以
前
に
育
児
休
業
し
て
い

る
場
合

　

子
の
出
生
の
日
か
ら
１

歳
２
月
に
達
す
る
日
ま
で

（
最
長
１
年
間
）

ウ　

１
歳
か
ら
１
歳
６
月
に
達

す
る
子
を
養
育
す
る
た
め
、

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る

非
常
勤
職
員
が
１
歳
到
達
日

の
翌
日
か
ら
育
児
休
業
し
よ

う
と
す
る
場
合

　

・
非
常
勤
職
員
又
は
配
偶
者

が
子
の
１
歳
到
達
日
に
育

児
休
業
を
し
よ
う
と
す
る

場
合

　

・
子
の
１
歳
到
達
日
に
育
児

休
業
を
す
る
こ
と
が
特
に

必
要
と
認
め
る
場
合

　
　
　
　
　

←

子
の
１
歳
到
達
日
の
翌
日

か
ら
１
歳
６
月
に
達
す
る

日
ま
で

質　

疑　

今
回
の
改
正
に
伴
っ

て
、
ど
の
程
度
休
暇
の
取
得
が

進
む
と
考
え
て
い
る
の
か
。

答　

弁　

本
市
の
保
育
園
・
幼

稚
園
に
は
、
大
勢
の
保
育
士
・

幼
稚
園
教
諭
が
嘱
託
職
員
と
し

て
配
属
さ
れ
て
い
る
。
今
回
の

改
正
で
、
嘱
託
職
員
に
も
育
児

休
業
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
で
、

離
職
防
止
に
つ
な
が
る
も
の
と

考
え
て
い
る
。

　

審
査
の
結
果
、
原
案
通
り
可
決
。

南
相
馬
市
行
政
嘱
託
員
の
報
酬

に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

⑴
報
酬
引
き
上
げ

　

震
災
以
降
、
行
政
嘱
託
員
の

業
務
量
が
増
加
し
て
お
り
、
ま

た
行
政
嘱
託
員
の
担
い
手
不
足

を
解
消
す
る
た
め
、
行
政
嘱
託

員
の
報
酬
（
均
等
割
額
）
を
引

き
上
げ
る
も
の
。

※
行
政
嘱
託
員
の
業
務
：
広
報

誌
等
の
配
布
、
市
と
市
民
と

の
間
の
連
絡
等
の
伝
達
、
市

が
行
う
調
査
の
取
り
ま
と

め
、
募
金
等
の
協
力
な
ど

⑵
引
上
げ
の
内
容

　
質　

疑　
報
酬
引
上
げ
の
理
由

と
し
て
、
震
災
以
降
、
行
政
嘱

託
員
の
業
務
量
が
増
加
し
て
い

る
と
さ
れ
る
が
、
具
体
的
に
ど

の
よ
う
な
業
務
が
増
え
て
い
る

の
か
。

答　

弁　
広
報
紙
等
の
配
布
物

で
比
較
す
る
と
、
震
災
前
と
比

べ
る
と
、約
1.5
倍
増
え
て
い
る
。

質　

疑　

行
政
嘱
託
員
の
業
務

が
増
加
し
て
い
る
実
態
は
理
解

し
て
い
る
が
、
本
来
の
嘱
託
の

範
囲
や
、
業
務
に
見
合
っ
た
報

酬
が
ど
の
程
度
な
の
か
、
行
政

嘱
託
員
制
度
の
あ
り
方
も
含
め

て
整
理
・
検
討
が
必
要
で
は
。

答　

弁　

市
と
市
民
と
の
間
の

連
絡
調
整
、
様
々
な
会
議
へ
の

出
席
要
請
等
、
嘱
託
の
範
囲
も

含
め
て
、
行
政
嘱
託
員
が
活
動

し
や
す
く
す
る
体
系
を
、
今
後

総
合
的
に
検
討
し
て
い
き
た
い
。

　

審
査
の
結
果
、
原
案
通
り
可
決
。

南
相
馬
市
消
防
団
設
置
等
に
関

す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
制
定
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

⑴
報
酬
引
き
上
げ

　

震
災
以
降
、
消
防
団
員
の
活

動
の
重
要
性
が
増
す
一
方
、
消

防
団
員
数
が
減
少
傾
向
に
あ
る

こ
と
か
ら
、
消
防
団
員
の
待
遇

を
改
善
す
る
た
め
報
酬
を
引
き

上
げ
る
も
の
。

⑵
報
酬
引
上
げ
内
容

【
施
行
日
】　
平
成
29
年
４
月
１
日

質　

疑　
震
災
以
降
、
消
防
団

員
の
活
動
の
重
要
性
が
増
す
一

方
で
、
団
員
確
保
が
難
し
い
状

況
だ
。
今
回
の
処
遇
改
善
で
、

団
員
不
足
が
解
消
さ
れ
る
と
考

え
て
い
る
の
か
。
ま
た
、
儀
礼

的
な
式
典
等
も
、
団
員
に
必
要

以
上
の
負
担
と
な
っ
て
い
る
側

面
も
あ
る
の
で
は
な
い
か
。

答　

弁　
消
防
団
員
は
高
い
使

命
感
の
も
と
、
日
々
消
防
団
活

動
に
従
事
さ
れ
て
い
る
。
真
に

必
要
な
訓
練
業
務
と
、
形
式
的

な
式
典
の
内
容
等
に
つ
い
て
見

直
し
を
検
討
し
、
時
代
の
流
れ

に
も
即
応
し
た
消
防
団
の
あ
り

方
に
つ
い
て
、
い
ま
一
度
原
点

に
立
ち
返
っ
て
検
証
し
て
い
き

た
い
。

　

審
査
の
結
果
、
原
案
通
り
可
決
。

委
員
長　

鈴
木
昌
一

整備が進む防災備蓄倉庫

２
万
７
千
円

改
正
後
（
年
額
）

２
万
５
千
円

改
正
前
（
年
額
）

改正後 改正前

均等割額（月額）
22,000円

世帯割額（月額）
世帯数×70円

均等割額（月額）
20,000円

世帯割額（月額）
世帯数×70円

【施工日】　平成 29 年４月１日
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常
任
委
員
会
審
査

文
教
福
祉
常
任
委
員
会

文
教
福
祉
常
任
委
員
会

南
相
馬
市
東
日
本
大
震
災
等
に

よ
る
被
災
者
に
対
す
る
国
民
健

康
保
険
税
及
び
介
護
保
険
料
の

減
免
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

　

東
日
本
大
震
災
等
に
よ
る
被

災
者
に
対
す
る
平
成
29
年
度
の

国
民
健
康
保
険
税
及
び
介
護
保

険
料
の
負
担
軽
減
を
図
る
た

め
、必
要
な
改
正
を
行
う
も
の
。

質　

疑　

避
難
指
示
区
域
の
解

除
に
あ
た
り
、
こ
れ
ま
で
執
行

部
は
「
解
除
と
支
援
は
リ
ン
ク

さ
せ
な
い
」
と
言
っ
て
き
た

が
、
こ
の
条
例
改
正
に
よ
り
、

平
成
28
年
度
中
に
解
除
さ
れ
た

旧
避
難
指
示
解
除
準
備
区
域
等

の
上
位
所
得
者
に
つ
い
て
は
、

平
成
29
年
９
月
を
も
っ
て
国
保

税
及
び
介
護
保
険
料
の
減
免
措

置
か
ら
外
さ
れ
、
結
果
し
て
解

除
と
支
援
が
リ
ン
ク
さ
れ
た
こ

と
に
な
る
。
本
年
２
月
に
国
か

ら
支
援
を
打
ち
切
る
旨
の
通
知

が
あ
っ
た
と
の
こ
と
だ
が
、
そ

れ
以
降
、
今
日
ま
で
、
何
ら
か

の
抗
議
な
り
要
請
な
り
の
ア
ク

シ
ョ
ン
を
起
こ
し
た
の
か
。

答　

弁　

市
長
と
し
て
、
厚
生

労
働
省
に
は
何
度
も
出
向
い
て

お
り
、
そ
の
都
度
、
こ
の
線
引

き
の
問
題
及
び
市
内
一
律
に
す

べ
き
で
あ
る
と
い
う
こ
と
に
つ

い
て
意
見
を
述
べ
て
き
て
い

る
。
今
回
、
支
援
を
打
ち
切
る

旨
の
国
の
姿
勢
が
明
ら
か
に

な
っ
た
が
、
支
援
の
継
続
と
格

差
解
消
に
つ
い
て
、
今
後
と
も

国
に
要
請
し
て
い
き
た
い
。

　

審
査
の
結
果
、
原
案
通
り
可
決
。

南
相
馬
市
職
員
定
数
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ

い
て

【
主
な
内
容
】

　

市
立
総
合
病
院
の
医
療
看
護

体
制
の
強
化
（
脳
卒
中
セ
ン

タ
ー
）
に
向
け
た
職
員
数
を
確

保
す
る
た
め
、
必
要
な
改
正
を

行
う
も
の
。

【
施
行
日
】　
平
成
29
年
４
月
１
日

質　

疑　

ス
タ
ッ
フ
不
足
は
市

立
病
院
だ
け
で
は
な
く
、
市
内

民
間
病
院
で
も
深
刻
な
状
況
に

あ
る
。
総
合
的
な
対
応
策
の
考

え
は
あ
る
の
か
。

答　

弁　

脳
卒
中
セ
ン
タ
ー
の

対
応
や
病
床
の
再
編
も
予
定
し

て
い
る
こ
と
か
ら
、
総
合
病
院

と
し
て
必
要
な
看
護
師
確
保
は

し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
そ
の
上
で
充
足
し
て
き
た

時
期
に
、
市
内
民
間
病
院
に
看

護
師
を
派
遣
す
る
な
ど
、
連
携

し
て
協
力
体
制
を
と
っ
て
い
き

た
い
と
考
え
て
い
る
。

　

審
査
の
結
果
、
原
案
通
り
可
決
。

平
成
29
年
度
南
相
馬
市
国
民

健
康
保
険
特
別
会
計
予
算
に

つ
い
て

質　

疑　

健
康
意
識
向
上
推
進

事
業
に
つ
い
て
、
公
共
施
設
に

血
圧
計
や
体
重
計
を
設
置
す
る

と
の
こ
と
だ
が
、
こ
の
機
器
選

定
の
理
由
、
更
に
公
的
施
設
で

計
測
す
べ
き
生
体
情
報
に
つ
い

て
、
ど
の
よ
う
に
検
討
さ
れ
た

の
か
。

答　

弁　

血
圧
・
体
重
の
適
正

な
管
理
は
健
康
管
理
の
基
本
で

あ
る
と
い
う
考
え
に
基
づ
き
、

自
動
血
圧
計
と
体
重
計
を
併
設

し
て
設
置
す
る
。
血
圧
計
は
、

記
録
を
印
字
し
て
持
ち
帰
れ
る

も
の
を
導
入
し
、
自
身
の
健
康

に
関
す
る
意
識
づ
け
を
行
う
も

の
で
あ
る
。

　

審
査
の
結
果
、
原
案
通
り
可
決
。

委
員
長　

太
田
淳
一

改正後 改正前
市
立
病
院

325人 266人

合　

計
1,116人 1,057人

復旧・復興するための職員定数

区　　　　分
減免適用年・月

改正後 改正前

①避難指示等対象地域及
び上位所得層を除く旧
緊急時避難準備区域等

平成29年４月
～平成30年３月

平成28年４月
～平成29年３月

②平成28年度中に指定
が解除された旧避難指
示解除準備区域等（南
相馬市、葛尾村、川内
村、飯舘村、川俣町の
一部）の上位所得層

平成29年４月
～平成29年９月

平成28年４月
～平成29年３月

③避難指示等対象地域以
外の被災区域

平成29年４月
～平成30年３月

平成28年４月
～平成29年３月

④上記①②③以外の地域 減免なし 減免なし

国民健康保険税の減免（第３条関係）
及び介護保険料の減免（第４条関係）


